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震災直後にエネルギー提供量が充足した施設は20％まで減少 
給食施設は震災時であっても出来る限り給食を提供することが求められます。今後の災害対応を考える上でも、
東日本大震災による給食提供への被害の実態を反映させることが重要と考えられますが、その実態は明らかにさ
れていませんでした。そこで、本研究では東日本大震災による給食提供への被害の実態を明らかにすることを目
的とし、仙台市内の認可保育所を対象とした実態調査を行いました。 
ここでは栄養素等提供量のうち、震災前後のエネルギーの充足した施設の割合についてご報告いたします。震災
直後の 3月 14 日にエネルギー提供量が充足した施設の割合は、20％まで減少していたことが明らかとなりまし
た。 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
エネルギー・栄養素提供量の把握方法 
2011 年 3月 1日時点における仙台市内の全認可保育所 123施設を調査対象とし、同年 9月にそこで働く管理栄
養士・栄養士に Excel 形式の自記式質問票をメールまたは郵送で配布し、記入を依頼しました（回収率 100％）。 
エネルギーや栄養素の提供量は、震災前後約 1か月間に提供された 3歳以上の昼食（午後のおやつを含む）につ
いて、食品成分表にもとづいた計算の転記を依頼しました。 
「充足」の定義としましては、「日本人の食事摂取基準（2010 年版）の実践・運用」による給与栄養目標量の 8
割に達した施設を「充足」とし、充足していた保育所の割合を集計しました。 
  
研究の特徴と限界 
本研究の特徴は、先行研究が少なく希少な基礎資料である点があげられます。一方、限界としては、①仙台市よ
り被害が大きい地域では、充足割合がさらに悪い可能性がある点や、②家庭から持参している弁当分は提供量の
結果に反映されていないため、実際に幼児が摂取した量とは限らない可能性がある点などがあげられます。 
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